
大切なおしらせ

～各制度の問い合わせ先は、以下のとおり～
厚生年金について➡年金事務所 育児休業について
国民年金について➡年金事務所又は市区町村 産前産後休業について
健康保険について➡加入先の医療保険者
（協会けんぽ加入者の保険料免除については年金事務所）
国民健康保険について➡市区町村 在留資格について➡入管庁

問い合わせ先:外国人技能実習機構（TEL:０３－３４５３－８０００）

出入国在留管理庁・厚生労働省・外国人技能実習機構

☑出産に際し日本で受けられる各種支援制度のほか、出産する病院の選択
や入院手続、入院中必要な物や書類の用意など、技能実習生に必要な支
援をするよう努めてください。

☑技能実習生が産前産後休業（※）を取得する場合は、技能実習の一時中断と
なるため、外国人技能実習機構に技能実習実施困難時届を提出する必要があ
ります。また、在留資格の手続については、地方出入国在留管理局へ相談
してください。

（※）産前産後休業
実習実施者は、産前は出産予定日の６週間前から、産後は原則として８週間、女性の技能実習生
を就業させることはできません。

☑技能実習生に、育児休業制度の利用可否について説明し、取得希望を確認し
てください。一定の要件を満たした技能実習生から、育児休業の申出があっ
た場合は、育児休業を取得させなければなりません。

☑お子さんの出生に係る届出等手続については、市町村や、在日大使館に確認
するなどし、在留資格の取得手続については、地方出入国在留管理局に相談
し、技能実習生に必要な支援をするよう努めてください。

技能実習生が日本で出産する場合の留意点

育児休業は、「雇用期間が１年以上であり、子どもが１歳６か月に達する日までに労
働契約が満了することが明らかでない者」が対象となります。
※労働契約の満了の時点は、在留期限ではなく、技能実習生の残りの技能実習期間や、
次段階（第２号又は第３号）の技能実習を予定しているかで判断してください。

※育児休業給付金は、在留資格にかかわらず支給されます。

【出産に伴う手当等の支援制度】
・健康保険や国民健康保険の加入者が出産したときは、出産育児一時金が支給されます。
また、健康保険の被保険者が出産のため会社を休み、その間に給与の支払いを受けら
れなかったときは、出産手当金が支給されます。これらの給付は、国籍や出産の場所
等に関わらず、受けることができます。

・健康保険と厚生年金については、産前産後・育児休業期間中の保険料が免除されます
（健康保険組合又は年金事務所で手続が必要です。）。また、国民年金については、
産前産後期間の保険料が免除されます（市区町村または年金事務所で手続が必要です。)。

労働局



～監理団体・実習実施者の皆さまへ～

１ 「やむを得ない事情」の明確化
以下のような「やむを得ない事情」となり得る事柄につい
て、技能実習制度運用要領に明記しました。

・ 暴行や各種ハラスメント（暴言、脅迫・強要、セクハラ、マタハラ、パワハラな
ど）等の人権侵害行為を受けている場合
・ 重大悪質な法令違反行為があった場合

・ 重大悪質な契約違反行為があった場合
→ 詳細はこちら （機構ウェブサイト）

やむを得ない事情がある場合の
転籍の運用を改善しました

２ 手続を明確化・柔軟化しました。
・ 技能実習生から監理団体又は実習実施者へ転籍の申出を行うための各国
言語に翻訳した様式及び転籍の申出を受けた監理団体又は企業単独型実
習実施者が当該申出に係る対応を技能実習生へ通知するための様式を整備
→ 「実習先変更希望の申出書」（運用要領参考様式第1-44号）
→ 「実習先変更希望の申出に係る対応通知書」（運用要領参考様式第１－４５号）

・ 事実関係の調査に当たって、技能実習生の申出を裏付ける録音や写真
等の資料が提出された場合には、やむを得ない事情があると認めやすく
なりますので、そのような資料があるかよく確認してください。

→ 詳細はこちら （機構ウェブサイト）

裏面に続きます →

令和６年１１月１日から

大切なお知らせ

運用改善の内容

本リーフレットは、やむを得ない事情による転籍に関する運用改善をお伝えするものです。
監理団体・実習実施者の皆さまにおかれては、技能実習生に対する人権侵害行為や、報酬の不払
などが生じることがないよう、引き続き技能実習計画に基づき適正な技能実習の実施をお願いいた
します。



３ 監理団体又は実習実施者は、技能実習生から「やむを
得ない事情」があるとして実習先変更希望の申出書の提
出があった場合、次のとおり対応してください。

【監理団体又は企業単独型実習実施者の対応】
□ 申出書の受領後、署名欄を記入し、原本を技能実習生に返却する
□ 直ちに必要な事実関係の確認や是正指導を行う
□ 技能実習生に対して、転籍希望の申出に係る対応（実習先変更に向
けた連絡調整を開始するか否か）について遅滞なく通知する
□ 転籍を認め得るやむを得ない事情があると認めた場合には、申出書
及び対応通知書の写しを添えて、技能実習実施困難時届出書を外国
人技能実習機構宛てに提出する

【団体監理型実習実施者の対応】
□ 申出書の受領後、署名欄を記入し、原本を技能実習生に返却する
□ 直ちに監理団体に申出書の写しを提出する

４ 入国後講習※では、技能実習生向けリーフレットなどで
転籍に関する以下の説明を行ってください。
※監理団体又は企業単独型実習実施者に対応していただくものです。
令和６年11月以前に入国後講習を受けた技能実習生に対しては、監査の面接時等において

教示してください。

□ 「転籍を認め得るやむを得ない事情」に関する知識
□ 技能実習生が実習先変更希望の申出を行う方法
□ 「実習先変更希望の申出書」を監理団体又は実習実施者に提出した
後の各手続に関する知識

監理団体・実習実施者の皆さまへのお願い

５ 転籍手続中や転籍先が見つからなかった場合の、在留
管理制度上の措置を改善しました。
・ 転籍に向けた手続の期間中で技能実習を行えない場合には、必要に応じ、
週２８時間以内に限り、一般的な就労を認める
・ 転籍先の確保ができなかった場合で、「特定技能」への移行を
希望する場合などには、「特定技能」へ移行するための特定活動
を付与 → 詳細はこちら （入管庁ウェブサイト）

在留管理制度上の措置の改善



技能実習生の皆さま

「技能実習生手帳」にはお役立ち情報が満載
・日本の各種法令

・日本生活のルール（交通、乗り物、宿舎）

・労働関係法令

（労働契約、解雇、労働時間と休憩・休暇、賃金など）

・社会保険、労働保険

・税金（所得税・住民税）

・労働災害

・技能実習が困難になったとき

結婚・妊娠・出産をしたとき

・各種相談窓口

・申告制度

・外国人技能実習制度の概要

日本での生活に必須！アプリ限定の使える機能

・プッシュ通知により機構からさまざまな情報をお知らせ
・母国語相談窓口：
日本での生活、技能実習のことなど、困ったらご相談ください

・災害情報：地震や風水害の情報をリアルタイムに確認
・事務所検索（大使館）：あなたの国の大使館情報
・アプリ共有：
Facebook、X（旧Twitter）、LINE、メールなどで周りの人たちとシェア

※ アプリの利用により個人の情報などは収集されません。

このアプリは、技能実習生のみなさんが入国時に配付される「技能実習生手帳」をいつでも、
どこでも見られるスマートフォン向けアプリです。

最新の技能実習関連法令や、日常生活に役立つ情報、災害情報、違反の通報や申告手続き、
困ったときの相談窓口などを満載した必ず役立つアプリです。

■お問い合わせ先
外国人技能実習機構（OTIT）指導援助部援助課 TEL０３－６７１２－１９６５

今すぐここから無料ダウンロード→

■日本国外で購入した端末でもご利用いただけます！

日本国外からもダウンロードできます。

入国前の技能実習生のみなさんも、ぜひご利用ください。

■９か国語対応
ベトナム語、中国語、フィリピン語、インドネシア語、
タイ語、ミャンマー語、モンゴル語、カンボジア語、英語

「技能実習生手帳」アプリをダウンロードしましょう!
入国前の技能実習生のみなさんもダウンロードできるようになりました！



在留カード等の確認時にはアプリが有効です！

iPhone版 Android版Windows/Mac版

注：ＩＣチップが読み取れない場合は、画像確認はできません。

STEP 1 STEP 2 STEP 3 STEP 4

在留カード等
の名義人本人
の同意を得る

OK?

在留カード等番号

を入力又はカメラ

で読み込む

在留カード等を

読み取る

読み取った画像と

カード券面の記載

内容を見比べて、

相違ないか確認

ご利用の際には、名義人本人の同意を得た上で在留カード等の提示を受けることが必要です。

STEP 1 STEP 2

在留カード等の番号と
有効期限等を入力

結果を確認し、在留カード等

が失効していないことを確認

ウェブサイトＵＲＬ
https://lapse-immi.moj.go.jp/

■ 近年、券面の偽造技術の精巧化に対応するため、入管庁では「在留カード等読取アプリケーショ
ン」や「在留カード等番号失効情報照会」を無料公開しています。
外国人を雇用する際にこれらを併せて利用することで、提示された在留カードの偽変造の有無や、

有効であることを簡単に確認することが可能であり、不法就労防止対策として効果的です。

ＩＣチップ内の情報をアプリ上に表示し、提示された
在留カードの記載内容と見比べることで、偽変造された
ものかどうかを確認することができます。

在留カード番号等をインターネット上の照会ページに
入力することで、在留カードの有効性を確認することが
できます。

在留カード等読取アプリケーション 在留カード等番号失効情報照会

OK!!
OK!!手入力

OR
自動読み取り

併用が
効果的

＋



〇〇出入国在留管理局 

【重要】入国前結核スクリーニングの実施について 
（フィリピン、ネパール、ベトナム国籍の方） 

 

入国前結核スクリーニングについて 

入国前結核スクリーニングは、対象国（フィリピン・ベトナム・インドネシア・ネパー

ル・ミャンマー・中国）（※１）の国籍を有し、日本に中長期在留者（再入国許可（みな

し再入国許可を含む。）を有する方を除く。）並びに特定活動告示第５３号及び５４号（デ

ジタルノマド及びその配偶者又は子）として入国・在留しようとする方を対象に、在留資

格認定証明書交付申請において、結核非発病証明書の提出を求めるものです。 

 ただし、現在の居住地が対象国以外の国又は地域であることが、滞在許可証等により

確認された場合は、対象外となります。 

また、入国前に結核検査を目的とした胸部レントゲンを含む健康診断が課されている制

度（※２）については、当面の間、本スクリーニングの対象外となります。 

 

※１ 対象国のうち、インドネシア・ミャンマー・中国についての実施日は現時点で未定です。 

※２ ＪＥＴプログラム参加者、ＪＩＣＡ研修員（長期・短期）、ＪＩＣＡ人材育成奨学計画（ＪＤＳ）留学生、大使

館推薦による国費留学生、外国人留学生の教育訓練の受託事業、当該国とのＥＰＡに基づく看護師・介護福祉士、特定

技能外国人、特定活動告示第５５号（特定自動車運送業準備）、家事支援外国人材受入事業（特区法第１６条の４） 

 

結核非発病証明書について 

結核非発病証明書は、日本国政府が指定する国外の医療機関（指定健診医療機関）が発

行するものであり、有効期間は原則として、結核健診実施日（胸部レントゲン撮影実施日）

から１８０日です。結核非発病証明書は、在留資格認定証明書交付申請時点において、有

効期限内である必要があります。 

 

スケジュール 

結核非発病証明書の提出義務付け開始日以降に在留資格認定証明書交付申請をされる

方は、結核非発病証明書の提出が必要となります。提出義務付けの日以前に申請された方

については、結核非発病証明書を提出する必要はありません。 

 

２０２５年６月２３日  結核非発病証明書の提出義務付け開始（フィリピン・ネパール） 

２０２５年９月 １日  結核非発病証明書の提出義務付け開始（ベトナム） 

 

詳しくは、出入国在留管理庁ホームページを御確認ください。 

 https://www.moj.go.jp/isa/10_00219.html 



 13. 外国人技能実習機構における相談【母国語相談】

機構では、技能実習生の皆さんから、次のような相談（相談例参照）を母国語で受け付けてい
ますので、是非御活用ください。
通話料は無料です。近くの公衆電話から10円玉でかけられます。通話が終わればお金は戻っ

てきます。
【公衆電話設置場所検索】
東日本　https://publictelephone.ntt-east.co.jp/ptd/map/
西日本　https://www.ntt-west.co.jp/ptd/map/

○実習先の経営上の都合等によりやむを得ない事情で実習先の変更が必要なときの支援を
行っています。

○監理団体等が宿舎の提供を拒む場合など支援を受けたい場合も御相談ください。
○監理団体や実習実施者の技能実習法令違反についての申告や相談も受け付けています。
○技能実習終了後の帰国旅費については、原則、監理団体が全額支払う必要があります。
もし、帰国旅費を払ってもらえなかったり、その一部負担を求められたりした場合には
相談してください。

【相談例】

・	入国前に、送出機関等から、十分な説明がないまま来日費用を徴収されたり、保証金

を徴収されたり、違約金契約を結ばされたりするなど、不適切な行為があったと感じ

たとき

・	実習が修了していなくて、実習を続けたいのに帰国させられそうになったとき

・	住む場所や毎日の食事に困っているとき

・	仕事上や日常生活で悩みや不安を感じたとき

・	宗教、食事、習慣、考え方に関するアドバイスがほしいとき

・	賃金や時間外労働等の労働条件等で疑問をもったとき

・	技能実習の現場で指示が理解できなかったり、生活習慣や考え方の違いからトラブル

になったりしたとき

・	実習先で技能実習法令に違反があると感じたとき

例えば、

・旅券や在留カード、通帳を取り上げられているとき

・外出を不当に制限されているとき

・私生活の自由を不当に制限されているとき（携帯電話の所持が禁止されているなど）

・技能実習の内容が説明を受けていたものと違うとき

・暴行や脅迫等の手段で技能実習を強制されているとき

・いじめやパワハラなど、人権侵害行為を受けているとき

・意に反して帰国させられそうなとき

・	実習先の経営上の都合などで実習を続けられなくなったが、監理

団体が新たな実習先を探すことに協力してくれないとき

・	技能実習３号に移行する際に、実習先の変更を希望しているが、

監理団体が新たな実習先を探すことに協力してくれないとき

・	技能実習制度に関して分からないことがあるとき

・	日本の法律、各種制度に関して相談先が分からないとき

	 13. �Consultation offered by the Organization for Technical 
Intern Training [Native Language Consultation]  

OTIT offers the following kinds of consultation and support (examples) in your native language so do not 
hesitate to contact them.

It is toll free. You can call from a pay phone using a 10-yen coin. The coin will be returned when you finish 
the call.

[Pay phone location search]
East Japan: https://publictelephone.ntt-east.co.jp/ptd/map/
West Japan: https://www.ntt-west.co.jp/ptd/map/

•	 We provide assistance for technical intern trainees when they need to change their training site due to the 
management situation at the training site or other unavoidable circumstances.

•	 Please contact us if you wish to receive assistance such as when a supervising organization refuses to 
offer accommodation.

•	 We also accept reports and provide consultations on violations of the Technical Intern Training Act by 
the supervising organizations or implementing organizations

• In principle, the supervising organizations are liable to pay the technical intern trainees the full amount 
of travel expenses for their return home after they finish training. If you do not receive payment of the 
travel expenses to return home or you are requested to pay part of such expenses, please contact OTIT.

[Examples of problems]

-	 You feel that there is illegal conduct such as that the sending agency, etc. charged you the expenses 
for the travel to Japan, or forced you to pay guarantee money or conclude a penalty contract without 
giving you sufficient explanation.

-	 When training is not completed and you want to continue training but you have to return home.
-	 You have difficulty securing your housing or daily meals.
-	 You feel worried or anxious about work or daily life.
-	 You want advice on religion, meals, customs or ways of thinking.
-	 You have doubts about working conditions such as wages and overtime work, etc.
-	 You cannot understand the instructions at the site of the technical intern training, or are 

experiencing problems due to differences in lifestyles and ways of thinking.
-	 You feel that there is a violation of the technical practice training law at the training place.

For example,
•	 Your passport, residence card or bankbook has been taken away from you
•	 Going out is unjustly restricted
•	 Unfair restrictions are imposed on the freedom of your private life (possession of a mobile phone 

is forbidden)
•	 The content of the technical intern training is different from what was explained to you
•	 You are forced to engage in technical intern training by means of assault, intimidation, etc.
•  You are suffering violation of human rights such as bullying or power harassment.
•	 You are being forced to return home against your will

-	 When it has become impossible to continue with the intern training due 
to the management situation of the training site, but the supervising 
organization is not cooperating in searching for a new training site.

-	 When going on to technical intern training (iii), you are hoping to change the 
training site, but the supervising organization is not cooperating in searching 
for a new training site.

-	 There is something you do not understand about the technical intern training 
program

-	 You do not know who to consult regarding Japanese laws and various systems.
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